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平成２１年度当初予算案主要事項説明
建設交通部

建設交通部関係

公 共 事 業 費
事 業 名

単 独 公 共 事 業 費

予 算 額 新規･継続の別 継 続６６，７７２，０００千円

１ 趣 旨

(1) 新京都府総合計画実現のための中期ビジョンに基づき、
「活力の京都」「安心･安全の京都」等を着実に推進

(2) 府民生活の安定・向上と魅力ある地域づくりを一層推進す
るため、府民参加型の新しい公共事業の事業手法を導入し、
府民の身近な安心・安全、快適生活などの視点を重視した事
業に重点配分

２ 事業概要
～交流型ネットワーク整備の推進～Ⅰ 活力の京都

骨格的道路網の整備

△

京都縦貫自動車道､鳥取豊岡宮津自動車道､大山崎大枝線 など

地域づくりを支援する道路の整備

△

宇治淀線(宇治市)、亀岡園部線[保津南工区](亀岡市)、
八幡インター線(八幡市)、京都守口線[御幸橋](八幡市)
山手幹線[下狛工区](精華町) など

京都舞鶴港の整備
△

～くらしの安心・安全の推進～Ⅱ 安心・安全の京都
事業内容 治水対策、土砂災害対策の推進

△

鴨川(京都市)、大手川(宮津市)、桂川(亀岡市)、野田川(与謝野町)
今須川(福知山市)、久田美(舞鶴市)、切山(笠置町)、小谷川(京丹波町) など目 的

緊急輸送道路の整備

△

国道175号[宮川橋](福知山市)、国道175号[大川橋](舞鶴市)、
国道307号[青谷 ](城陽市)、国道163号[北大河原 ](南山城村) など対 象 バイパス バイパス

道路防災対策の推進

△

国道178号[日置～里波見](宮津市)、国道178号[由良～脇](宮津市)方法等
国道163号[上狛～西](木津川市)、国道178号[蒲入～袖志](伊根町･京丹後市)

橋りょう耐震補強等の推進

△

国道307号[田辺跨線橋](京田辺市)、奈良加茂線[恭仁大橋](木津川市) など

府民公募型安心・安全整備事業費

△

地域防災対策事業費

△

地域連携推進事業費

△

～京都ならではの環境保全活動の推進～Ⅲ 環境・文化創造の京都

鴨川水辺の回廊創造事業費

△

緑の河川復活事業費

△

緑の散策道等再生事業費

△

～生きがいのある地域生活の実現～Ⅳ 健やか長寿の京都

都市公園整備費

△

鴨川公園、嵐山公園 など

府営住宅対策費

△

府営住宅建設：桃山日向(京都市)、槇島（宇治市）、百合が丘(宮津市) など

担当課･係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

警 察 本 部

府民公募型安心・安全整備事業費（再掲）事 業 名

予 算 額 新 規６，０００，０００千円 新規･継続の別

１ 趣 旨

府民との協働や地域との連携による公共事業をより一層推進する

ため、府民からの公募等に基づき、地域や市町村と連携し、身近な

安心・安全の地域基盤の整備や誰にもやさしいまちづくりを推進す

（「府民参加型」の新しい公共事業の事業手法を導入）る。

２ 事業概要

(1)身近な安心・安全のための地域基盤の整備

事業内容 府民の暮らしの身近な安心と安全を確保するため、交通安全や

目 的 災害防止など地域における緊急的に対処すべき課題やニーズにつ

対 象 いて、府民からの公募等を踏まえ、府民参加型の公共事業を実施

方法等 ○交通安全対策（道路の段差解消、ガードレールの設置、信号機設置 等）

○災害防止対策（落石防止対策、河川防護柵の設置 等）

○府民利用施設安全対策（都市公園の施設整備 等）

(2)誰にもやさしいまちづくりの推進

地域や市町村と連携し、地域に密着した生活道路等における安

心・安全の確保やバリアフリー化など誰にもやさしいみちづくり

を進めるとともに、地域の絆や地域間の連携を支える道路等社会

基盤整備を実施

○道路、歩道のバリアフリー化

○事故危険箇所等の交通安全対策

○狭小で危険な道路の拡幅等

監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173

道路建設課 道路・橋梁担当 075-414-5252

担当課・係名 道路管理課 維持・防災担当 075-414-5261課・係直通電話番号

安全・指導担当 075-414-5262

警 察 本 部 交通規制課施設係 (代)075-451-9111

(内5181)
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

道路緊急安全確保小規模改良事業費(再掲)事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続１，０００，０００千円

１ 趣 旨

府民生活や地域の安心・安全をより一層確保するため、緊急

的に交通安全対策や耐震対策などに資するきめ細やかな小規模

道路改良等を実施することにより、安心・安全で快適なみちづ

くりを推進する。

２ 事業概要
事業内容

(1) 生活交通安全確保事業

歩道の段差解消、路面補修、透水性舗装、視線誘導標識目 的

・ガードレール設置、ＬＥＤ型歩道照明設置対 象

等方法等

(2) 京のみち耐震補修事業

橋脚のコンクリート巻き立て、落橋防止装置設置

クラック・漏水・剥離補修

等

３ 事 業 費

１，０００，０００千円

道路建設課 道路・橋梁担当 075-414-5252

担当課・係名 道路管理課 維持・防災担当 課・係直通電話番号 075-414-5261

安全・指導担当 075-414-5262
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部
警 察 本 部

臨時生活関連施設整備費(再掲)事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続２，５００，０００千円

１ 趣 旨

「安心・安全の確保」、「つくったものを『より活かす』
視点の重視」の観点から、既存インフラを活用するべく、臨
時重点的な補修や適正な維持管理を行う。

２ 事業概要
（単位：百万円）

内 容 所 要 額 所 管
事業内容

社会基盤整備

△

道路の舗装、橋の修繕など目 的
（社会基盤ストックのレベルアップ）対 象
落石防止などの防災対策方法等

（安心・安全な地域づくり）
舗装道修繕、沿道緑地の管理 ２，４００ 建設交通部

（不況雇用対策）
道路の穴ぼこ、段差解消など

（小規模修繕）
植樹帯等緑化空間の維持・補修など

（やすらぎ空間の維持修繕）

交通安全施設整備

△

横断歩道の塗替え、道路標識の設置など １００ 警 察 本 部
（安心・安全な地域づくり）

建 設 交 通 部 監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173
警 察 本 部 交 通 規 制 課 施 設 係 (代)075-451-9111担当課・係名 課・係直通電話番号

(内5181)
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

地域連携推進事業費(再掲)事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続２００，０００千円

１ 趣 旨

通学路等における安心・安全の確保や歩道のバリアフリー化

を進めるとともに、地域の絆や連携を支える道路等社会基盤の

整備を行う。

２ 事業概要

(1) 通学路の拡幅等安心･安全対策事業内容

(2) 道路、歩道のバリアフリー化目 的

等対 象

方法等

３ 事 業 費

２００，０００千円

担当課・係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

緊急生活道路小規模改良事業費(再掲)事 業 名

継 続予 算 額 新規･継続の別４００，０００千円

１ 趣 旨

待避所設置や線形不良箇所の解消など路線の状況に合っ

た部分的な改良事業を実施し、道路の安全性、走行性の向

上を図る。

２ 事業概要
事業内容

交通量の少ない地域における、通行困難箇所に待避所の
目 的

設置や視距改良など小規模な改良工事を実施対 象

方法等

３ 事 業 費

４００，０００千円

道路建設課 道路･橋梁担当 075-414-5252担当課・係名 課・係直通電話番号
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

地域防災対策事業費(再掲)事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続８８０，０００ 千円

１ 趣 旨

近年、局地的な集中豪雨等による水害・土砂災害が頻発し
ていることを踏まえ、避難所や避難路の保全など、防災拠点
機能の確保・強化を図るとともに、大雨時等の通行規制区間
の解消や河川のネック箇所の整備等を行い、地域の防災力の
充実を図る。

２ 事業概要
事業内容

区 分 事 業 内 容 事 業 費
目 的

土砂災害危険箇所にある避難所や避難路対 象
220,000方法等

避難所・避難路
について、土砂災害防止対策を実施し、地
域の安心・安全の確保を図る。

の保全対策

大雨等異常気象時の通行規制区間内にあ
災害時孤立集落

る危険箇所を整備し、通行規制による孤立 60,000
の解消

集落や大規模な迂回の解消を図る。

度々浸水被害が出ている河川のネック箇
河川ネック箇所

所について、局所的に緊急河川改修を行
等の整備

い、浸水被害の発生を防ぐ。
600,000

老朽化等により破損した場合、甚大な被
天井川水路橋 害が想定される天井川の水路橋において、
の整備 現況調査を実施し、計画的な防災補強対策

を行い、施設の安全確保を図る。

道 路 管 理 課 維持・防災担当 075-414-5261
河 川 課 整 備 担 当 075-414-5285担当課・係名 課・係直通電話番号
砂 防 課 事 業 担 当 075-414-5314
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

鳥取豊岡宮津自動車道建設促進事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規･継続の別２，６６０，０００千円

１ 趣 旨

鳥取豊岡宮津自動車道の建設促進を図り、宮津野田川道路の

供用開始を１年前倒し（完成目標 平成２３年度→平成２２年度）

することにより、府北部地域の活性化と高速ネットワークの早

期完成を図る。

２ 事業概要

(1) 宮津野田川道路事業内容

トンネル設備工目 的

インターチェンジ築造工対 象

等方法等

(2) 野田川大宮道路

用地買収
埋蔵文化財調査
道路築造工

等

３ 事 業 費

２，６６０，０００千円

道路計画課 計画担当 075-414-5248
担当課・係名 課・係直通電話番号

道路建設課 道路・橋梁担当 075-414-5252
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

京都縦貫自動車道建設事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規･継続の別７，１８２，５００千円

１ 趣 旨

京都縦貫自動車道（丹波綾部道路、京都第二外環状道

路）の建設促進を図るため、国が施行する直轄事業に対

する負担及び京都府道路公社が行う有料道路事業を支援

する。

２ 事業概要

(1) 丹波綾部道路事業内容

丹波ＩＣ～京丹波わちＩＣ間の建設工事、用地取得等目 的

対 象

（2） 京都第二外環状道路方法等

大枝ＩＣ（仮）～大山崎ＪＣＴ・ＩＣ間の建設工事、
用地取得等

３ 事 業 費

７，１８２，５００千円
国直轄事業費負担金 ７，０５５，０００千円
道路公社貸付金 １２７，５００千円

担当課・係名 道路計画課 高速担当 課・係直通電話番号 075-414-5248

調整担当 075-414-5246
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

京 都 舞 鶴 港 和 田 ふ 頭 整 備 事 業 費事 業 名

予 算 額 継 続２，５１０，０８２千円 新規･継続の別

１ 趣 旨

関西経済圏における日本海側の唯一の門戸港であり、敦賀港と

ともに北東アジア及びロシアと我が国との窓口として極めて重要

な位置を占める京都舞鶴港において、船舶の大型化や荷役の効率

化に対応するため、和田ふ頭（仮称）の整備を促進する。

２ 事業概要

(1) 京都舞鶴港特別整備費[特別会計] １，８８０，７２０千円

事業内容

和田ふ頭内の港湾関連用地の造成やガントリークレーンの

目 的 設置等

対 象

方法等

(2) 京都舞鶴港臨港道路等の整備 ３５９，３６２千円

島式ふ頭である和田ふ頭へのアクセス道路の整備等

(3) 国直轄事業に対する負担金 ２７０，０００千円

国の行う和田ふ頭の岸壁やアクセス道路の整備に対する

負担金

港 湾 課 建 設 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5304担当課・係名
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

山陰本線複線化整備事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続１，５６９，９４７千円

１ 趣 旨

「京都縦貫幹線鉄道」の幹線路線として、また、大都市交
通線として重要な役割を果たしているＪＲ山陰本線京都～園
部間の複線化を図り、府民の利便性向上及び地域振興に資す
る。

２ 事業概要

山陰本線複線化整備事業費［全体計画概要］事 業 内 容

予定工期目 的

対 象

京都 京都 ～ 二 条
複 市域 花園 ～ 嵯峨嵐山 平成15年度方 法 等

6.7km

線 ～

府域 馬堀 ～ 園 部 16.1km
化 平成22年春

（目途）
計 22.8km

信号・分岐器等連動装置改良、変電所
改良、乗継ぎ・追越し設備設置 等

［期待される整備効果］
・列車本数の増発
・所要時分の短縮
・快速列車の増発
・上り下りで均衡のとれたダイヤ設定

担当課・係名 交通対策課 整備担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続１４８，６４８千円

１ 趣 旨

鉄道駅舎及びその周辺地区におけるバリアフリー化を一体
的に促進し、高齢者・障害者等の公共交通機関を利用した移
動の円滑化を図るため、その中心となる鉄道駅舎を対象に、
国庫補助制度と協調し、関係市町とともに鉄道事業者が行
うバリアフリー化事業に対して助成する。

２ 事業概要事 業 内 容

目 的 事 業 者 対象駅 主 な 整 備 項 目 整備予定年度

20 ～ 21
対 象 障害者対応型ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

新 田
スロープ設置

方法等 西日本旅客鉄道㈱

20 ～ 21並 河 多機能トイレ

20 ～ 21京阪電気鉄道㈱ 五 条
障害者対応型ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
情報提供表示設備

20 ～ 21東向日
障害者対応型ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
多機能トイレ

阪 急 電 鉄 ㈱

20 ～ 22大山崎
障害者対応型ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
多機能トイレ

【参考】国庫補助制度の概要

対象事業者 鉄道事業者
補 助
対 象

対 象 駅 １日乗降人員5,000人以上の鉄道駅

補 助 率 国 1/3以内 、京都府1/6以内、市町村1/6以内（地方負担額以内）

担当課・係名 交通対策課 整備担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

生活交通ネットワーク構築支援費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３４１，８００千円

１ 趣 旨

地域住民の生活の足を確保するため、
①市町村や事業者に対する路線維持等の支援
②より便利で使いやすい生活交通ネットワーク構築の推進

２ 事業概要

(1)生活交通路線維持費補助等事 業 内 容

～路線維持確保の支援～

目 的
・国と協調した幹線への支援

対 象 ・市町村等が生活の足を守るために行う路線維持に対する支援

方 法 等

(2)車両購入費等補助
～車両のバリアフリー化を促進～

・ノンステップバス等バリアフリー車両の導入を支援

(3)効率的バス運行調査検討補助
～市町村の主体的な確保策を支援～

・新たなコミュニティバスの導入等に向けた調査や実証運行を支援

(4)バスカードシステム整備費補助等
～公共交通の利便性向上への支援～

・事業者が行うバスカードシステム整備に対し、国や市町村と協調支援

担当課・係名 交通対策課 企画担当 課・係 電話番号 075-414-4359
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

ＫＴＲ利用者10万人拡大事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規４０，０００千円

１ 趣 旨

北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）の企画商品や企画キップ等を
より魅力的で使いやすいものにすることにより、沿線利用者
の拡大と沿線地域への観光誘客を図り、ＫＴＲの経営改善と
地域の活性化を促進する。

事 業 内 容

２ 事業概要
ＫＴＲが行う積極的な利用促進に向けた企画きっぷや企画目 的

商品の開発に対する支援
対 象

方 法 等

・あんしん通院ペアきっぷ(仮称)
沿線利用者 ・シルバー全線定期券
向 け 企 画 ・無記名全線パス( )持参式エコ定期券

・片道定期券
等

・エリア別観光きっぷ(仮称)
(仮称)観光誘客企画 ・２ｄａｙｓ乗り放題きっぷ

・かに、ぶり等日帰りプラン
等

担当課・係名 交通対策課 調整担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

交通結節点機能高度化支援事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規３３，６００千円

１ 趣 旨
公共交通の利便性向上による地域振興を図るため、高

速道路ＩＣと鉄道新駅との新たな交通結節点の形成を支
援する。

２ 事業概要

新たに開通する京都第二外環状道路のインターチェンジ
と阪急新駅の整備により形成される交通結節点の整備費に
対する支援事 業 内 容

複数モードの公共交通機関の乗継や駅目 的

利用者の利便性向上に資する施設
対 象

助成対象 駅前広場
&ライド駐車場方 法 等 パーク

東西自由通路
その他附帯施設

担当課・係名 交通対策課 整備担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 鴨川環境保全対策推進費

予 算 額 新規･継続の別 継 続２１，９５２千円

１ 趣 旨

鴨川及び高野川における総合的治水対策の推進、良好な河

川環境の保全及び快適な利用の確保を図るため、京都府鴨川

条例に基づく規制の実施や鴨川府民会議の開催などの施策を

実施する。

２ 事業概要

事業内容 区 分 事 業 概 要

目 的 鴨川・高野川における放置自転車対策

△

対 象 ・禁止区域に放置されている自転車・原動機付自転車を
放置自転車対策

方法等 移動し保管

・６箇月経過時点で返還請求のないものは処分

迷惑行為の規制のため、現地指導を実施

△

・自動車等乗り入れ禁止

違反者に罰則あり
迷惑行為の規制 ・打ち上げ花火等禁止

・落書き禁止

・バーベキュー等禁止

府、府民、事業者及び京都市により構成する鴨川府民
鴨川府民会議の

△

会議を開催し、鴨川等の河川環境の整備保全に関して意
開催

見交換を実施

府民協働による河川愛護活動や鴨川等の四季の魅力を
鴨川四季の日の

△

全国に発信する取組を促進する契機とするため、パネル
実施

展等を実施

担当課・係名 河 川 課 管理担当 課・係直通電話番号 075-414-5290
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 鴨川水辺の回廊創造事業費（一部再掲）

予 算 額 新規･継続の別 新 規３００，０００千円

１ 趣 旨
(1)府民による新しい鴨川づくり推進事業

「水辺の回廊整備・鴨川創造プラン」の実現に向け、地域の住

民や企業との府民協働により、鴨川における公共空間の具体的な

配置計画や拠点等の整備構想を策定し 広く府民への周知を図る。、

(2)鴨川水辺の回廊整備事業

府民が集まり親しまれるレクリエーション空間整備のための実

施設計や、鴨川下流域における河川空間の質的向上のための実態

調査を行うとともに、散策路等の整備に着手する。
事業内容

２ 事業概要目 的

対 象

方法等

区 分 事 業 概 要

かもがわ ３０㎞ ジョギングロード ジョギングロード整備

△

整備事業 園路・広場整備

△

拠点施設(野外活動施設) 整備

△

植栽整備
かもがわ 花物語 整備事業

△

散策路整備

△

中州除去
安心のかもがわ整備事業

△

護岸整備

△

担当課・係名 河川課 計画担当 課・係直通電話番号 075-414-5291
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

淀川三川合流域地域づくり推進費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３，０００千円

１ 趣 旨

淀川三川合流域の豊かな自然、景観、歴史的文化を保全しつ
つ、地域を活性化していくため、国営公園の整備促進を図るとと
もに、地域づくりを推進する。

２ 事業概要

(1) 目 的
事業内容

公園整備のあり方や利用者ニーズを把握するとともに、地域
や企業等と連携して集客による交流を促進するための社会実験

目 的
（イベント等）を実施

対 象

方法等

(2) 実施内容

淀川三川ふれあい交流イベントの開催、利用者アンケートの
実施

・ 自 然 観 察 会
・ 水辺の遊び場設置
・ スタンプラリー 等

担当課・係名 都市計画課 公園担当 課･係直通電話番号 075-414-5272
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

住 宅 耐 震 化 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３，３００千円

１ 趣 旨

平成18年度に策定した耐震改修促進計画に基づき、住宅の耐震
診断等を実施する市町村を支援し、府内建築物の耐震化の一層の
促進を図る。

２ 事業概要

耐震診断を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

対象住宅 木 造 住 宅 集合住宅(マンション)事業内容

目 的
対 象

基 準 昭和56年５月31日以前に着工され完成している住宅方法等

市町村から耐震診断士の 管理組合等が設計事務所
補助対象

派遣を受けて耐震診断を と契約し、耐震診断を行
経 費

行う経費 う経費

１棟150万円かつ１戸３万円補助基本額 ２８，０００円／戸

補助金額 ７，０００円／戸 ５，０００円／戸

担当課・係名 建築指導課 建築防災・安全担当 課･係直通電話番号 075-414-5346
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

木造住宅耐震改修助成事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続２５，０００千円

１ 趣 旨

平成18年度に策定した耐震改修促進計画に基づき、平成２７年
度末までに住宅の耐震化率の目標である９０％を達成させるた
め、耐震性能が不十分な木造住宅に対して耐震改修助成を行い、
大規模地震による被害を軽減し、府民の安心安全の向上を図る。

２ 事業概要

事業内容
対 象 住 宅 昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

目 的
耐震診断結果が1.0未満で、改修工事により1.0以上となるもの対 象

耐 震 性
（ただし、建築物の構造上、居住性が著しく悪化するものは0.7以上）方法等

３０戸／ha以上の密集市街地内にあるもの等
要 件

（ただし、市町村が耐震改修促進計画等において定めた地域も対象）

対 象 事 業 耐震性を向上させる工事費及び設計費

補助対象額 １２０万円

補 助 率 公的負担1／2（府及び市町村補助）・住宅所有者負担1／2

担当課・係名 建築指導課 建築防災・安全担当 課･係直通電話番号 075-414-5346


